
１．重要な会計方針
⑴　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価
　　　　ただし、道路、水路の底地は備忘価額１円としています。
　イ　昭和６０年度以後に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価
　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　ただし、所得原価が不明な道路、水路の敷地は備忘価額１円としています。
②無形固定資産・・・・・取得原価

⑵　有価証券等の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的有価証券
　　該当なし
②　満期保有目的以外の有価証券
　　該当なし
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの
　　　該当なし
　イ　市場価格のないもの
　　　出資金額

⑶　有形固定資産等の減価償却の方法
「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書で定める耐用年数に基づき定額法によ
り算定しています。

⑷　引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　　長期延滞債権及び未収金の徴収不能に備えるため、過去５か年度の不納欠損実績率に
より徴収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　職員に対する退職手当の支給に備えるため、当会計年度末において在職する職員が自
己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。
③　賞与等引当金
　　職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、当会計年度末に
おいて発生していると認められる金額を計上しています。

⑸　リース取引の処理方法
所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引にかかる方法に準じた
会計処理を行っています。

⑹　資金収支計算書における資金の範囲
地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

⑺　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　会計間の相殺消去
　　会計間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表示しています。
②　消費税及び地方消費税の会計処理
　　税込方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
⑴　会計方針の変更

該当なし
⑵　表示方法を変更

該当なし
⑶　資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当なし

３．重要な後発事象
⑴　主要な業務の改廃

該当なし
⑵　組織・機構の大幅な変更

該当なし
⑶　地方財政制度の大幅な改正

該当なし
⑷　重大な災害等の発生

該当なし
⑸　その他重要な後発事象



該当なし

４．偶発債務
⑴　保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当なし
⑵　係争中の訴訟等

大阪地裁平成29年（ワ）第828号　　1.2 百万円
⑶　その他主要な偶発債務

該当なし

５．追加情報
⑴　対象範囲（対象とする会計名）

一般会計
土地取得事業特別会計

⑵　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
差異なし

⑶　出納整理期間

地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係
る出納整理期間（平成29年４月１日～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の
計数をもって会計年度末の計数としています。

⑷　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
実質赤字比率          　―
連結実質赤字比率      　―
実質公債費比率    　16.5％
将来負担比率       118.4％

⑸　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
761,305千円
　内訳
　　利子補給等
　　・特別養護老人ホーム整備借入金償還補給金　　22,825千円
　　・民間保育所施設整備借入金償還補給金　　　　10,100千円
　　PFI事業
　　・泉大津市立戎小学校整備事業   　　　　　　728,380千円

⑹　繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費（一般会計）　　　1,394,950 千円

⑺　基準変更による影響額等
該当なし

⑻　売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲
売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産と
しています。
2,010 千円
 内訳
   事業用資産　　　　2,000 千円
　　　　土地 　　　　2,000 千円
   物品　　　 　　　　　10 千円
平成29年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。

⑼　基金借入金（繰替運用）の内容



●運用期間：平成28年4月1日～平成28年5月31日
・財政調整基金　                     455,771 千円
・減債基金                         　213,900 千円
・都市施設整備基金                 　614,577 千円
・福祉基金                          　17,892 千円
・交流とふれあいのまちづくり基金   　257,373 千円
・深喜人材育成基金                 　136,065 千円
・公園墓地基金                      　51,986 千円
・辻川穐太郎やすらぎ基金　            89,139 千円
・泉大津市がんばろう基金             　8,983 千円
・佐野幸子基金                      　37,125 千円
・泉大津市地域環境基金              　90,709 千円
・八木稔すこやか基金                　66,291 千円
・泉大津市営住宅整備基金            　12,876 千円
・テクスピア大阪産業振興整備基金    　72,907 千円
・泉大津市セーフコミュニティ基金       3,398 千円
・泉大津市ふるさと応援基金           　3,787 千円
●運用期間：平成28年6月1日～平成29年3月31日
・財政調整基金                     　912,398 千円
・減債基金　                         213,900 千円
・都市施設整備基金                 　614,603 千円
・福祉基金                          　17,908 千円
・交流とふれあいのまちづくり基金   　257,373 千円
・深喜人材育成基金                 　135,999 千円
・公園墓地基金                      　46,907 千円
・辻川穐太郎やすらぎ基金　            89,143 千円
・泉大津市がんばろう基金            　13,060 千円
・佐野幸子基金                      　37,127 千円
・泉大津市地域環境基金             　110,479 千円
・八木稔すこやか基金                　66,294 千円
・泉大津市営住宅整備基金　            12,877 千円
・テクスピア大阪産業振興整備基金　   137,278 千円
・泉大津市セーフコミュニティ基金　    13,280 千円
・泉大津市ふるさと応援基金          　13,915 千円

⑽　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額
に含まれることが見込まれる金額

32,173　百万円
⑾　将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

標準財政規模　                                      16,532 百万円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 　2,518 百万円
将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60,534 百万円
充当可能基金額　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　3,379 百万円
特定財源見込額　　　　　　　   　　　　　　　　　　　8,406 百万円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　　32,173 百万円

⑿　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
296 百万円

⒀　管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われ
ていない法定外公共物の財務情報

該当なし
⒁　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①　固定資産等形成分
　　資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資産等の金銭以外の形態で保有さ
れます。
②　余剰分（不足分）
　　余剰分は地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいいます。
　　不足分は地方公共団体の地方債や引当金等の将来世代の負担をいいます。

⒂　基礎的財政収支
業務活動収支（支払利息支出を除く。）　　1,316　百万円
投資活動収支　　　　　　　　　　　　　　▲590　百万円
基礎的財政収支　　　　　　　　　　　　　　726　百万円

⒃　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳



資金収支計算書
　　業務活動収支     　　　　　　　　1,423,073 千円
　　投資活動収入の国県等補助金収入　　　69,593 千円
　　徴収不能引当金の増減　　　 　　　　　2,285 千円
　　退職手当引当金増減　　　　　　　　▲21,570 千円
　　賞与引当金増減       　　　　　　　▲7,052 千円
　　未収債権額の増減　　 　　 　　　　▲19,835 千円
　　長期延滞債権の増減  　　　　　　　▲36,434 千円
　　未払債務額の増減　 　　　　　　　　　3,828 千円
　　資産除売却損益　      　　　　　　▲81,405 千円
　　減価償却費　　 　　　　　　　　▲1,094,223 千円
　　その他資産負債の増減　     　　　　324,161 千円
純資産変動計算書の本年度差額　     　　562,421 千円

⒄　一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の金額

資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　一時借入金の限度額 　　　　6,000 百万円
　一時借入金に係る利子額 　　　　1 百万円


